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研究成果の概要（和文）：　イギリスの地方政治では2012年ごろから小政党への支持の移動が従来にない規模で
生じた。本課題は、このような既存政党への不信として理解される政治的「疎外」が、単に政権批判にとどまら
ず、与野党を問わず主要政党に対するものであることをローカルレベルの検証から示した。変化の背景には、過
去30年ほどの経済争点に起因する不満が、とくにロンドンに対する地方部で政治疎外を深刻化させたことがあ
る。この状況は多くの地域で2016年の国民投票まで拡大した。

研究成果の概要（英文）：British politics saw an unprecedented shift in support to small political 
parties after 2012. This research, through an examination of political support at local level, has 
shown that, in the meantime, public "disengagement" of politics (understood to be a public distrust 
of the major political parties) expanded, taking the form of a criticism not just of the parties in 
government, but of those in opposition as well. The disengagement was prevalent, particularly in 
non-metropolitan areas (as against cosmopolitan cities like London), due to the public 
dissatisfaction over sluggish growth in local economy for the past three decades. This change in 
political support continued until mid-2016 when the EU referendum caused a seismic change in the 
structure of British politics.

研究分野： 政治学、イギリス政治、西欧政治
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
(1) イギリスで二大政党による利益集約が
限界を見せている。「敵対的政治」と「階級
クリービッジ」という同国政治にみられる特
徴はあいまって、階級に基づく政党支持の固
定性や、相互に分断された 2 つの有権者との
見方を作り出してきた。イギリス政治の伝統
的理解には、有権者と政党のリンケージの特
徴をこのように経済社会的属性に帰す傾向
が見られた。 
その一方で、主要政党間のスイングが経済

社会的属性に沿って全国一律に生じるわけ
ではないとの指摘は、同国の戦後の選挙研究
に古くからある。そこでは、同様の経済社会
指標のもとにある有権者でも、居住地が異な
れば政党支持も異なるとの見方が示されて
きた。イングランド南部の労働者層に見られ
る保守党支持傾向や、旧産業地帯のミドルク
ラス層の労働党支持傾向などである。近年の
選挙地理学の知見はさらに、有権者の政党支
持における個別選挙区の特徴を重視するよ
うになっている。 
これらの指摘は、急激な支持の変化が生じ

がちな新興政党の場合、とくに重要である。
新興政党の拡大は、その前段階として、特定
の自治体における局地的な支持の発生を伴
うことが多い。例えば申請者自身による
UKIP 支持の研究では、初期段階での地方議
会議席獲得における候補者個人への属人的
支持の重要性、さらにその後の組織選挙への
移行過程での地域による支持層の相違が指
摘されている。 
 
(2) 代表者は 1990 年代半ば以降、イギリス
政治の構造変化を多角的に検討してきた。と
くにローカルレベルの政党と有権者の関係
を重視し、その基礎データを収集、分析して
いる。この間、ローカルレベルでの政党支持
の変化は漸進的なものであったが、2012 年ご
ろから急となっている。小政党への支持の移
動が従来にない規模で生じ、各種選挙で軒並
み 20 ポイントを超える得票率の増減が各地
でみられるようになった。2012 年にイングラ
ンド北部のブラッドフォードで行われた下
院補選でのレスペクト党候補の大勝や、2013
年以降の地方議会選での連合王国独立党
（UKIP）の急伸は、イギリス政治の様相が異
なる局面に入ったことを示唆すると考えら
れる。 
これらの事象はまた、局地的な支持に依存

する小政党の場合、支持者のプロフィールを
経済社会指標で規定するのは難しいことも
示 す 。多く は 既存政 治 からの 「 疎 外
disengagement」の表れと見られるその支持を、
特定の一般的属性に帰すことは困難であり、
全国的なクリービッジがそれを規定する程
度は小さい。「疎外」の複合性を考えれば、
支持の決定因子を経済社会的属性のなかに
探すことはあまり有効な戦略と言えない。本
課題は、ローカルレベルに兆候を見せている

政治構造の変化が国政レベルでも早晩、顕在
化するとの認識のもと着手したものである。 
 
２．研究の目的 
(1) この点で本課題は、現行のイギリス政治
における政治的な「疎外」の構造を明らかに
すべく、2000 年代以降に地方選で一定の支持
を得た小政党を軸に、政党システムならびに
有権者との関係の変容を検討することで、ロ
ーカルレベルでの政党支持の変容を特徴づ
けるものである。2000 年代半ば以降の各種選
挙（下院選挙、地方議会選挙など）で小政党
の得票が注目された地域における選挙区を
対象に、過去の事象の遡及的な検討と、近年
実施の選挙に関連する事象の検討とを並行
させる形で分析を進めた。 

2000 年代になり、イギリスの政治は政党支
持の流動化と多党化のサイクルに入ってい
る。労働党政権期に強調された社会的「排除」
という言説は、経済・社会的格差を争点化し、
伝統的な階級政治を改めて想起させる感も
あった。しかし政治的な不満の実態はイラク
戦争批判や農村での直接行動が示したよう
に、「ロンドンのエリート」に対する、階級
を超えた「一般」有権者の反発との様相を強
めている。地域・地方議会における連合王国
独立党 UKIP やスコットランド国民党 SNP の
支持拡大もこの政治的「疎外」によって説明
されよう。 
本課題はこのような、国政選挙からはとら

え難い有権者の反発、そして小政党への支持
拡大の様相を、イングランドの地方議会選・
下院補選での有権者支持の流動化、ならびに
政党による支持の固定化の観点から検討す
る。これにより、イギリス政治における 2000
年代以降の構造変容をイギリス政治史のな
かの 1 局面として位置づけることを目指すも
のである。 

 
(2) 研究の特色は、有権者と政党のリンケー
ジに生じている変化を解明する手段として、
地方議会レベルの政党間競争を経年的に分
析する点にある。ここには政党支持の要因と
して、有権者の一般的な経済社会的属性より
も選挙区の特性を重視する視点がある。この
視点をとることで、第一に、イギリスにおけ
る今日の「支持なし層」の性格が解明されよ
う。階級政治との性格が強かったイギリス政
治でも、支持政党を柔軟に変える層への注目
は、例えば、“working class conservatives”（1980
年代）、 “middle England”（ 1990 年代）、
“squeezed middle” （2000 年代）といったメデ
ィア用語とともに存在し、過去の多党化や主
要政党間のスイングはこの層に言及して説
明されてきた。日本の政治でも同様の層とし
て、近年は、比較的安定した所得を得ている
都市部の中年層が注目されているが、ここ 10
年ほどのイギリスでは、あえて社会的属性か
らこの層を見ると、高齢者、漁業者、労働者
層の一部など、多様なカテゴリーにまたがる。



これらに共通する特徴が選挙区の特性から
明らかにされよう。 
本課題は、経済社会的な「排除」に対し、

政治的な「関与」と「疎外」を重視するもの
である。2000 年代以降のイギリス政治は、米
国にとってのベトナム戦争を連想させるイ
ラク戦争の政治的後遺症もあり、小政党の伸
長が顕著である。その構造の解明は、主要政
党が政治的「疎外」の逆風に悩む、他の先進
民主主義諸国との比較分析にも役立つであ
ろう。 
 
３．研究の方法 
(1) 本課題では以上の問題関心のもと、ロー
カルレベルの選挙における選挙区単位の競
争に注目する形で、2000 年代に入ってからの
イギリス政治の構造変化を明らかにするこ
とを試みた。頻度や選挙区の数の点で国政選
挙の分析からは兆候をとらえにくい政治社
会の変化を、毎年の地方議会選挙や下院補選
の分析によって検証し、現局面の時代的特徴
を政治史の観点から把握するものである。そ
の手かがりとして地方議会で一定の支持を
得た小政党に着目し、そのローカルレベルで
の支持の状況を以下の 3 要素を観点とする形
で検証した。 
【有権者による支持の流動化】主要政党への
不信を背景に小政党へと流れていると見ら
れる、いわゆる「浮動票」について、それを
構成する有権者の特徴を、選挙（区）の地域
性、個別選挙（区）の特性、選挙戦の状況に
注目し分析する。 
【政党による支持の固定化】急伸した小政党
について、有権者の支持や組織をいかに固定
化していくかを、政党の支持調達と組織化の
戦略から分析する。 
【政治史としての融合】上記アプローチを融
合し、2000 年代の政治構造をイギリス政治史
の 1 局面として考察する。 
作業では、①選挙区のマクロデータ分析、

②特定選挙区に関する質的データの分析、③
分析の総合と政治史としての解釈が柱とな
った。主たるデータには、自治体の選挙結果
や社会統計、選挙区の性格に関わる資料を用
いた。 
 
４．研究成果 
(1) 最初に、本課題の当初計画では予想され
ていないものとして実施された 2016 年の国
民投票が、分析対象の期間に、イギリスの第
二次大戦後の政治展開の中でも特異な時期
をもたらしたことを指摘しておく必要があ
る。国民投票が分析期間の半ばに挟まったこ
とで、政党間競争に影響を与える争点変化が
生じている。政治への批判票の在り方も、漸
進的な変化というより、国民投票を境とする
断絶的な変化が観察されている。 
  
(2) 本課題ではまず、イギリスの政党支持に
おける流動化が 2010 年代に入り急展開を見

せており、とくに地域によっては左派政党に
も影響を与えつつ顕著になっていることを
示した。これについてイングランドでは、
UKIP への投票が以前からの保守党支持層に
加え、とくに中部以北で新たに労働党支持層
からも生じていることが確認された。これは、
既存の政治勢力に対する不信としての政治
的「疎外」が、単に政権批判との性格だけで
はなく、国政での野党（労働党）も有権者の
受け皿となりえていないこと、別言すれば、
主要政党はその取り組みにもかかわらず、い
ずれも構造の変化に対応できていないこと
を示すものである。この状況は 2016 年の国
民投票に至るまで続いている。背景には、同
国における過去 30 年ほどの経済争点に起因
する不満が、とくに地方部で政治疎外を深刻
化させたことがあろう。状況は地方都市や農
漁村部において深刻であり、とくに 2007 年
の金融危機以降は、ロンドンなど大都市の
「経済・政治エリート」に対する批判が強ま
っている。近年のイギリス政治では、この経
済構造、具体的にはロンドンへの一極集中を
特徴とする構造に注目する必要がある。 

 
(3) 2016 年の国民投票は、労働党から排出さ
れたこのような「支持なし層」が、選挙市場
に浮動票として大量に「滞留」していること
を確認するものとなった。国民投票の主題で
あった EU を巡る世論の対立もこの構造の中
に埋め込まれている。この点から、有権者が
示した EU 離脱支持は、「誘導」された「一時
的」なものと考えるべきではなかろう。国民
投票では、とくにイングランド・ウェールズ
の有権者について、「（EU 残留多数の）ロン
ドン 対 （同離脱多数の）地方」という図
式が明瞭に示された。イギリスの地方部にも
ともと存在するヨーロッパへの懐疑が、上記
の構造に沿って動員され、表面化している。 

 
(4) また、国民投票の実施がそれ自体として
以後のイギリス政治にもたらした争点の変
化は重要である。緊縮財政や地域経済をめぐ
る従来の対立にかわって、EU への姿勢をめ
ぐる対立が顕在化したことにより、地方政治
における政党間競争も大きく変化した。2017
年に入ってからの地方議会選挙と総選挙は、
政党支持が EU 争点に沿って短期間で再編さ
れたことを示す。これによって有権者の間の
政治的「疎外」の状況も変化している。とく
に注目されるのは、支持なし層が、従来とは
逆に、主要政党に吸収される例が生じている
こと、また一部地域では、主要政党への戦略
投票が生じていることである。すなわち、イ
ングランドについて、北部では強硬な EU 離
脱姿勢を示す保守党への UKIP 票の出入りが
みられるようになる一方、南部では、とくに
ロンドン周辺で EU 離脱支持者の保守党への
投票回避が観察された。その多くは労働党へ
の投票に向かっていると考えられる。なお、
同じ 2017 年総選挙における国政与党の保守



党の議席減は、同総選挙に固有の特殊要因
（とくに与党の選挙戦での失敗）によるもの
とみられる。 

 
(5) 政治的「疎外」をめぐる状況の変化は、
スコットランドでもやや異なる形で確認さ
れる。2015 年の総選挙では、国政の既存政党
からの支持の乖離と、地域政党 SNP によるそ
の吸収が明瞭である。これはイングランド・
ウェールズにおける UKIP への支持の移動と
同じ性格を持った傾向と考えられる。しかし
ながら、イングランド・ウェールズと異なり、
2016 年の国民投票の直接的な影響は小さい。
2016 年の地域議会選挙ならびに 2017 年の地
方議会選挙をみると、スコットランド中部の
都市圏では、港工業地帯のグラスゴーを中心
に依然 SNP が勢力を拡大する傾向にあるも
のの、行政金融都市のエジンバラ周辺では、
国民投票前の 2016 年前半にすでに SNP の伸
長がほぼ止まっており、さらにスコットラン
ド北部と同南部の農漁村地帯でも同じく保
守党が支持を回復していることが確認され
た。これについては、SNP がスコットランド
議会の与党としてすでに「既存政党」とみら
れるようになり、その支持調達戦略に対する
批判が生じていることが要因として考えら
れる。SNP も近年急伸した他の政党と同様、
選挙区組織の拡大と支持の固定化に課題を
抱えている。 

 
(6) このように、イギリスの政党間競争では、
2012 年ごろから小政党への支持の移動が従
来にない規模で生じている。同じ時期、同国
では 2014 年のスコットランド住民投票や
2016年のEU離脱国民投票、2017年総選挙と、
既存政治への有権者の不満が表面化したと
解釈される事態も連続的に発生した。しかし、
EU 争点の台頭を例とするその後の争点変化
により、小政党への支持は急速に縮小してい
る。 
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